
試験研究成果の活用状況調査結果 
研究機関 課  題  名 内  容 活 用 状 況 アドバイザーコメント 

衛生研究

所 

LC/MSによる

食品中に残

留する動物

用医薬品（抗

生物質等）の

一斉分析法

に関する調

査研究 

40 品目の動物用
医薬品について

LC/MS の測定条
件の検討、及び生

乳、鶏卵、養殖魚、

豚肉の添加回収

率試験等を実施

した結果、37 品
目の動物用医薬

品の一斉分析法

を確立した。 

平成18年5月から確立した

一斉試験法を活用して検査

を実施している。 

本試験法により畜水産食品

中に残留する動物用医薬品

を効率的、かつ迅速に検査

することができるようにな

り、食品検査の充実・強化

に寄与した。 

40品目の動物用医薬品に

ついて、これらの食品中

の残留濃度の LC/MS一斉

分析が達成され、食品検

査の充実強化に寄与して

いると判断される。さら

なる測定対象の拡充によ

り、本 LC/MS法の活用が

一層図られると思われ

る。 

ハイテク

プラザ 

Ni フリー高
耐食ステン

レス材の開

発 

ニッケルを含ま

ないフェライト

系ステンレス鋼

に対して、真空熱

処理炉を利用し

た加圧窒素吸収

処理を行い、表面

から窒素を固溶

させ、組織をフェ

ライト組織から

耐食性の良いオ

ーステナイト組

織に変化させた。 

平成18～20年度にかけて、

県内企業 3社と公募型新事

業創出プロジェクト研究

「窒素固溶によるステンレ

ス鋼の高機能化に関する研

究開発」を行っている。各

企業においては、歯列矯正

器具・時計部品・ステンレ

ス焼結部品などへの適用に

ついて検討しており、現在

商品化に向けて研究開発を

行っているところである。 

新材料にすることによ

り、設備投資と価格に見

合う効果が得られるのか

を数値化してアピールす

る。効果が大きければ需

要が見込めるのではない

か。 

ハイテク

プラザ 

液晶用ディ

ンプル型反

射板製造法

の開発 

液晶パネルの表

示を従来よりも

明るく見やすく

するための反射

板の製造法の確

立を目的として、

高速ミーリング

を応用した微細

なディンプルパ

ターンの加工法

や、ガラス基板へ

のパターン転写

法を開発し、携帯

電話向け反射板

の試作を行った。 

本研究の成果に基づき、平

成 18～19 年度には地域新
生コンソーシアム研究開発

事業「高品位液晶用内面拡

散反射板製造法の開発」で

引き続き企業と共同で反射

板製造法の確立に向けた研

究開発を行った。また平成

20年度以降についても、独
立行政法人中小企業基盤整

備機構の補助金を受けて、

県内企業 1 社を中心に研究
開発を行うとともに、大手

家電メーカーにサンプルを

提供するなど、製品化に向

けた積極的な取り組みが継

続されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

共同研究企業での金型製

造が難しくなったことは

残念である。金型製造の

できる企業を早く見つけ

ることが望まれる。 



ハイテク

プラザ 

亜鉛めっき

のノンクロ

ム化成処理

技術の実証

化研究 

主に防錆を目的

とした亜鉛めっ

き品の表面処理

である従来のク

ロメート処理に

替わって、新しく

クロムを使わず

にタンニンを使

った処理方法を

開発した。 

内容を引き継いだ研究を平

成 18 年度も延長して実施
した。研究については、現

在は県内企業 1 社（めっき
会社）と秘密保持契約を結

び、企業での実用化に向け

て現場で相互に検討中であ

る。また、他県の企業 1 社
（めっき試薬製造会社）か

らも問い合わせがあり、こ

れは秘密保持契約に向けて

調整中である。なお、この

研究成果に関する特許はド

イツ出願も併せて４つあ

る。 

安全性が高く、出来上が

りの品質が同等であるな

ら、代替品とするにはそ

れほど問題はないのでは

ないかと考えられる。 

農業総合

センター

畜産研究

所 

高品質豚肉

生産技術の

確立 

ヒトの身体によ

いことが示唆さ

れているα－リ

ノレン酸を豚肉

中の脂質に取り

込むことを目的

とし、同脂肪酸を

多く含むエゴマ

種実を豚用肥育

後期飼料に添加

する試験を実施

した。 

豚の発育や枝肉の成績に影

響を与えることなく、豚肉

の脂質中にα－リノレン酸

を多く取り込むことによる

バランスのとれた脂質の豚

肉を作出することができ、

その豚肉は食味試験の結果

からも、柔らかく、おいし

いという結果を得ている。

平成１９年度には、認定生

産農家７戸で５，６９６頭

が生産され、「うつくしまエ

ゴマ豚普及推進協議会」の

指定する県内販売店５６店

舗で販売され、消費者から

も好評を得ている。 

「エゴマ豚」のブランド

確立に役立った基本的研

究であり，高く評価され

る。ブランド化に伴う食

味・機能性等に関して，

戦略的なアピールが必要

であり，その基礎的デー

タと戦略作りが必要であ

る。また，生産基盤にお

ける飼料の製造・流通・

保管体制の確立を軸とし

た飼養管理技術への具体

化が求められている。 

農業総合

センター

果樹研究

所 

オウトウ「佐

藤錦」におけ

る平棚栽培

の実用性 

オウトウの主要

品種である「佐藤

錦」について、平

棚栽培と立木栽

培の果実生産性

や作業性を比較

し、平棚栽培の実

用性を実証した。 

新たな平棚施設や雨よけ施

設の設置には初期投資を要

することから、成果公表後

３年を経過する現在、県内

果樹農家における導入はま

だ少ない。しかし、当研究

所へのオウトウ平棚栽培に

対する農家視察や問い合わ

せは大変多く、関心の高さ

が伺える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

初期収量が少ないとのこ

となので、品質向上や軽

労化といったプラス面を

含めた経営評価が必要で

はないか。 



農業総合

センター

会津地域

研究所 

会津地域に

おける花き

類生産技術

の確立 
 

トルコギキョウ

には、品質の低下

しやすい秋出し

栽培の安定化技

術と、同じ株で翌

春にも出荷を可

能とする技術の

開発を行い、秋と

春出しの二度切

り栽培技術につ

いて体系化を行

った。また、リン

ドウにおいては、

ジベレリン処理

や施設栽培によ

る開花促進技術

の開発を行った。 

・トルコギキョウの短日処

理技術は花芽分化抑制技術

として効果が高いが、導入

が進んでいない。  
・トルコギキョウを摘らい

処理することにより開花が

揃い品質が向上するため、

県内産地の一般管理技術と

して定着している。 

・トルコギキョウ二度切り

栽培については、会津地域

において導入されている。 

・リンドウはジベレリン処

理することで生育が旺盛と

なり、定植２年目からの切

り花が可能となるため、県

内産地で導入されている。 

・リンドウ「ふくしまさや

か」及び「ふくしまかれん」

の開花促進技術について

は、促成栽培、トンネル被

覆栽培など中通り地域、浜

通り地域で導入されてい

る。 

トルコギキョウは季節感

を感じやすい花なので、

生育にかかる技術の普及

を各方面で進めてほし

い。 

農業総合

センター 

小麦の高品

質化のため

の品質制御

技術 

平成 12年度めん
用小麦「きぬあず

ま」、平成 14年度
パン用小麦「ゆき

ちから」を奨励品

種として採用し

た。しかし、民間

流通制度に基づ

く品質評価基準

が導入されたこ

とにより、収量の

確保だけでなく

用途別の特性を

十分に引き出す

地域別栽培技術

の確立が求めら

れたことから、各

品種について、主

にタンパク質含

量の確保を目的

とした播種法や

施肥法を検討し

た。 
 
 
 
 
 

平成 20 年産の「きぬあず
ま」は、中通り・浜通り地

方を中心に 191ha、「ゆきち
から」は会津地方を中心に

194ha栽培されおり、県産小
麦の検査等級では 1 等が
11.2%、２等が 85.1％となっ
ている。成果は「福島県稲

作・畑作指導指針」に記載・

活用されるとともに、福島

県土地利用型作物生産振興

会議で指導事項として周知

され、各地域の農林事務所

における現地指導会等にお

いて利活用され農業者への

普及推進が図られている。 

競争的研究資金を獲得し

たとのことであるから、

その成果に期待する。 



農業総合

センター 

土壌情報処

理システム

の開発 

GIS（地理情報シ

ステム）等を活用

しながら、パソコ

ンによる福島県

の土壌図および

土 壌デ－タの

情報処理システ

ムを構築した。 
 

・公表した２つのソフトウ

ェアは、県内普及指導機関

に配布され、普及活動に利

活用されている。（資源循

環利用や施肥方法などの指

導会の際の基礎資料として

活用。適地適作による好適

作物の導入の際の基礎資料

や報告資料作成の際の土壌

の種類確認などに利用） 

・ソフトウェアの普及指導

員向けの研修は、毎年実施

している。 

・デジタル土壌図について

は、関係部局のみならず農

業以外の業種の一般企業か

らの問い合わせもあり関心

が持たれているが、現在の

ところ営利目的とする一般

企業への提供は実施してい

ない。 

土壌の基本データ収集・

管理は，農業と環境保全

のための基礎的な研究で

ある。現在，農地の地図

情報データーベース化も

進展してきており，流動

農地や耕作放棄地の基礎

情報として，両者の結合

も検討していく必要があ

る。 

林業研究

センター 

県産スギ平

角材の強度

性能（県産ス

ギ平角材の

スパン表） 

県産スギ平角材

の実大曲げ強度

試験を実施し、曲

げ強さ、曲げヤン

グ係数等の強度

性能を把握した。

この試験結果を

もとに、木造軸組

構法住宅の横架

材に本県産スギ

材を利用した場

合、荷重条件やス

パンに応じて必

要となる部材の

断面寸法を示し

たスパン表を作

成した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林業普及、指導活動におい

て関係業界への普及啓発に

活用しているほか、福島県

内で建設される木造住宅を

対象とした上記仕様書にも

掲載され、建築設計におけ

る県産材利用の円滑化が図

られている。 

スパン表が広く活用され

ることにより、県産スギ

材の需要拡大が図られる

と考えられるので、今後

も関係業界への周知を図

るべきである。なお、ス

パン表の条件に合う材が

安定的に生産される供給

体制の整備は必要と考え

られる。 



水産試験

場 

幼稚魚調査

によるイシ

ガレイの採

集量と漁獲

加入動向 

調査における稚

魚採集数とその

後の漁獲加入量

に相関が見られ

ることから、当該

調査によりイシ

ガレイの漁獲加

入量と資源の増

減動向の予測が

可能であること

が示唆された。予

測から資源動向

に合わせた適切

な資源管理方法

を漁業者と検討

することができ

る。 

公表された成果について

は、水試ホームページへ掲

載したほか、漁協支所（述

べ 5 支所）において、底魚
資源学習会や船頭会等の席

で説明し、漁業者のイシガ

レイ資源動向に関する知識

や資源管理意識の向上に努

めた。 

中間評価を受けている

「水産種苗特性調査」と

もあわせてイシガレイの

適切な資源利用を推進し

てほしい。さらに漁場環

境保全のため家庭での配

慮等を広めて行ってほし

い。 

 


